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特定空家等の除却命令の公告
空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26
年法律第127号）第２条第２項に規定する特定空
家等であると認められる次の建築物について、そ
の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）
を確知できないため、同法第22条第10項の規定に
より、次のとおり公告する。
令和８年 10 月９日 宇城市長 末松 直洋
１ 対象となる特定空家等
 所在地 熊本県宇城市松橋町松橋1630番

地９
種類 居宅
構造 木造セメント瓦葺２階建
延面積 5724

 所在地 熊本県宇城市松橋町豊福1648番
地３

種類 店舗兼居宅
構造 軽量鉄骨造スレート葺２階建
延面積 543

２ 所有者等に命じる必要な措置の内容
１の建築物の除却及び建築物内部又は敷地に
残地されている動産等の搬出及び適正な処分
３ 措置の期限 令和８年11月６日
期限までに２の措置を行わないときは、市長
又はその命じた者若しくは委任した者（以下「市
長等」という。）が当該措置を行う。当該措置後、
所有者等が確知された場合は、措置に要した費
用を徴収する。

４ 動産等の取扱い
市長等が３の措置を行うときは、建築物の内
部及びその敷地に残置されている動産等を撤去
し、処分する。動産等について権利を主張しよ
うとする者は、３の期限までに搬出又はその物
を指定して保管し引き渡すよう５の問合せ先へ
通知すること。
５ 問合せ先 宇城市企画振興部地域振興課

電話0964321906

会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 九 日

北 海 道 旭 川 市 四 条 西 二 丁 目 二 番 二 号

北 日 本 機 材 株 式 会 社

代 表 清 算 人 奥 村 章 一

解 散 公 告

当 法 人 は 、 令 和 八 年 九 月 十 七 日 開 催 の 社 員 総 会

の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 法 人 に 債

権 を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以

内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 九 日

宮 城 県 仙 台 市 若 林 区 畳 屋 丁 二 五 番 地 の 一

一 般 社 団 法 人 鎮 魂 と 追 悼 の モ ニ ュ メ ン ト

建 立 プ ロ ジ ェ ク ト
代 表 清 算 人 峯 岸 良 慥

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。 な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な

い と き は 清 算 か ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 九 日

宮 城 県 仙 台 市 若 林 区 河 原 町 一 丁 目 七 番 二 二

号 六 〇 三 有 限 会 社 菊 地 エ ー ジ ェ ン シ ー

代 表 清 算 人 菊 地 卓 也

独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部公
告第 12 号
令和８年11月15日に執行する東京都市計画土地
区画整理事業品川駅北周辺地区土地区画整理審議
会委員選挙の選挙人名簿を縦覧に供したが、縦覧
に供した選挙人名簿に異議の申出がなかったの
で、土地区画整理法施行令（昭和30年政令第47号）
第22条第１項の規定に基づき、公告する。
また、この選挙において選挙すべき委員の数を
下記のとおり定めたので、同条第４項の規定に基
づき、公告する。
令和８年 10 月９日

独立行政法人都市再生機構
東日本都市再生本部
本部長 松村 秀弦

記
１ 宅地の所有者が選挙すべき委員の数 ７人
２ 宅地について借地権を有する者が選挙すべき
委員の数 １人
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